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１．露地野菜 ①土壌診断の実施状況

○ 土壌分析の実施率は８６％となっており、実施機関は農協自らが実施している割合が他の作物と比べ５８％と高くなってい

る。

○ 土壌診断を行うほ場の選定や診断に９４％の農協が関与している。

○ 土壌診断を行った場合、土壌分析データをもとに処方箋を８４％が作成しており、そのうち６７％が農協で作成されている。

○ 土壌診断に基づく減肥が進むためには 「県レベルでの診断基準の策定」や「指導者の育成」が必要であると考えられてい○ 土壌診断に基づく減肥が進むためには、「県レベルでの診断基準の策定」や「指導者の育成」が必要であると考えられてい

る。

（１）土壌分析の実施状況 （２）土壌分析実施機関 （３）農協で行わない理由（複数回答可）

関係機関（農業改良センター等）が行って

農家から要望がない

コスト（施設・機器の整備・維持・人件費）

がかかるため

14%
農協が自前で行っている 58%

農協が外部（全農県本部・経済連
含む）に委託して行っている

31%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

いるため、農協で行う必要がない86%

行っている 行っていない

含む）に委託して行っている

農家が農協以外（農業改良普及セ
ンター等）に依頼して行っている

12%

その他：「設備や人員
が不足」等。

6%

（４）土壌診断を行うほ場の選定や診断
への農協の関与

（５）施肥に関する処方箋の作成状況 （６）土壌診断に基づく減肥推進のために
必要なこと（複数回答可）

農家の意識改革

指導者の育成

県レベルでの診断基準の策定

16%
67%

84%

作成している

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他
27%

7%
94%

関与している 関与していない １

農協が作成
外部（全農県本部、経済連を含む）に委託
農家が作成



１．露地野菜 ②化学肥料の施肥低減技術

○ ポット内・セル内施肥を含む局所施肥は、農協の導入件数はまだ低いものの普及割合は高い。

○ 伸び悩んでいる理由としては、「減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供」の割合が多

く、農家に対して施肥低減技術に関するきめ細かな情報提供が必要ではないか。

100%14

（１）活用している施肥低減技術と普及割合（複数回答可）

導入地域数 普及割合
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（２）普及が伸び悩んでいる技術を普及させるために必要なこと（複数回答可）

実証展示ほ場の設置

農業改良普及員や営農指導員等による強力な指導

減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供

その他：肥効調節型肥料はコスト、局所施肥は機械

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

実証展示ほ場の設置

２

の型式、ポット内・セル内施肥は自家苗のた
めに普及が難しい。



１．露地野菜 ③農家に対する指導体制

○ 施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）は８割を越す農協において行われている。

○ 取組内容については、「生産部会等を通じた施肥低減技術の普及指導」と「土壌診断結果に基づく個別（面接）指導」の

割合が多く、次いで「低成分肥料銘柄の導入」、「減肥実証展示ほ場の設置」が続いている。

○ たい肥の施用に関しては、たい肥施用を考慮した減肥指導を８２％の農協が行っているものの、導入が遅れている農協

は減肥基準などのデ タがないことや 専門知識をもった人材がいないことから導入を断念しているは減肥基準などのデータがないことや、専門知識をもった人材がいないことから導入を断念している。

○減肥を進める課題としては、施肥基準や栽培基準の見直し、施肥低減技術の導入コスト、労力不足によるたい肥施用の

困難さがあるとされている。

（１）施肥低減に関する取組（農家に対する指導等） （２）施肥低減に関する具体的取組（複数回答可）

14%

行っている 低成分肥料銘柄の導入

生産部会等を通じた施肥低減技術の普及・指導

土壌診断結果に基づく個別（面接）指導

（１）施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）
の実施状況。

（２）施肥低減に関する具体的取組（複数回答可）

86%

行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

減肥実証展示ほ場の設置

た 施 を考慮 た減 指導を行 な 由 複数 答

その他：「生産部会を通して現地試験の実施
を行った。現在技術を改善中」等。

18%

農家からの要望がない

減肥基準など関係機関から提供されるデータがない

（３）たい肥施用を考慮した減肥指導の実施状況 （４）たい肥施用を考慮した減肥指導を行っていない理由（複数回答可）

82%

行っている

行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

専門的知識をもった人材がいない その他：「堆肥の品質が安定せず難しい」等。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

・施肥低減技術の導入にはコストがかかる。 ・各地域ごとの適正施肥基準の策定および品目別栽培基準の見直しが必要。
・耕畜連携が十分でなく良質な堆肥が入手できない。 ・ 労力不足によりたい肥施用が困難。

減肥を進める上での課題

３



２．施設野菜 ①土壌診断の実施状況

○ 回答のあ たすべての農協の管内において土壌分析は行われているが 全農県本部等へ委託することが多く 農協自ら○ 回答のあったすべての農協の管内において土壌分析は行われているが、全農県本部等へ委託することが多く、農協自ら

が実施することは少ない。

○ 農協で行わない理由としては、「コストがかかるため」が５割弱となっている。

○ 土壌診断を行うほ場の選定や診断には、農協が８４％関与している。○ 土壌診断を行うほ場の選定や診断には、農協が８４％関与している。

○ 土壌分析データをもとに処方箋を作成している割合は９６％と高いが、農協自身が作成している割合は約４割にとどまる。

○ 土壌診断に基づく減肥推進のためには、「県レベルでの診断基準の策定」、「指導者の育成」、「農家の意識改革」が必要。

（１）土壌分析の実施状況 （ ）土壌分析実施機関

関係機関（農業改良センター等）が行って

るため 農協 行う必要がな

コスト（施設・機器の整備・維持・人件費）

がかかるため

（１）土壌分析の実施状況 （２）土壌分析実施機関

0%
農協が自前で行っている 26%

農協が外部（全農県本部・経済連含
65%

（３）農協で行わない理由（複数回答可）

その他

農家から要望がない

いるため、農協で行う必要がない

100%

行 ている 行 ていない

む）に委託して行っている
65%

農家が農協以外（農業改良普及セ
ンター等）に依頼して行っている

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

作成している

（４）土壌診断を行うほ場の選定や診断
への農協の関与

（５）施肥に関する処方箋の作成状況 （６）土壌診断に基づく減肥推進のために
必要なこと（複数回答可）

行っている 行っていない

12%

農家の意識改革

指導者の育成

県レベルでの診断基準の策定

4%

43%

57%

96%

作成している

88%

その他：「土壌分析機器・試薬・人件

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他
農協が作成
外部（全農県本部、経済連を含む）

４

関与している 関与していない

その他：「土壌分析機器 試薬 人件
費に対する補助事業」等



２．施設野菜 ②化学肥料の施肥低減技術

○ 活用している施肥低減技術は、肥効調節型肥料が一番多く２０農協が導入しており、その普及割合は５割となっている。

○ 伸び悩んでいる理由としては、「減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供」の割合が多

く、次いで「普及指導員や営農指導員等による強力な指導」となっている。
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25 
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（２）普及が伸び悩んでいる技術を普及させるために必要なこと（複数回答可）

その他：養液土耕栽培

実証展示ほ場の設置

農業改良普及員や営農指導員等による強力な指導

減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

５

その他：「作物によっては局所施肥やポット
内施肥は難しい」等。



２．施設野菜 ③農家に対する指導体制

○ 施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）が行われている農協は９２％となっている。

○ 取組内容 は「土壌診断結果 基づく個別（ 接）指導 が 番高く 施設園芸 は農家 対する綿密な指導が○ 取組内容については「土壌診断結果に基づく個別（面接）指導」が一番高く、施設園芸では農家に対する綿密な指導が
重要と考えられている。

○ たい肥の施用に関しては、たい肥施用を考慮した減肥指導を７８％の農協が行っている。

○ たい肥施用を考慮した減肥指導が行えない理由として、「減肥基準など関係機関から提供されるデータがない」の割合
が半数を占め 次いで「専門的知識をも た人材がいない とな ているが半数を占め、次いで「専門的知識をもった人材がいない」となっている。

○ 減肥を進める上での課題としては、農家が経験に基づき多量施肥を行っており、土壌分析に基づく施肥を徹底するため
の指導体制の強化が必要。

（１）施肥低減に関する取組（農家に対する指導等） （２）施肥低減に関する具体的取組（複数回答可）

低成分肥料銘柄の導入

生産部会等を通じた施肥低減技術の普及・指導

土壌診断結果に基づく個別（面接）指導
8%

行っている

の実施状況。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

減肥実証展示ほ場の設置

92%

行っている

行っていない

その他：「講習会の開催」等

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

専門的知識をもった人材がいない

減肥基準など関係機関から提供されるデータがない22%

行っている

（３）たい肥施用を考慮した減肥指導の実施状況 （４）たい肥施用を考慮した減肥指導を行っていない理由（複数回答可）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

農家からの要望がない

78%

行っている

行っていない
その他：「たい肥は物理性改善

目的で施用しており、
減費指導は行ってい
ない」等。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

・農家の経験による多量の施肥が行われている。 ・減肥を行うにあたっての具体的データがより必要。

・土壌診断結果に基づく施肥を徹底するための指導体制の強化が必要。 ・新たな施肥技術を指導するためには展示が必要。 ６

減肥を進める上での課題



３．果樹 ①土壌診断の実施状況

○ 土壌分析は「農協が自前で行っている」は２６％にとどまったものの 実施率は９７％と高い○ 土壌分析は「農協が自前で行っている」は２６％にとどまったものの、実施率は９７％と高い。

○ 土壌分析を行っていない理由では、「コストがかかるため」が５割を超え、農協が独自で行うためにはコスト低減が必要。

○ 土壌診断を行うほ場の選定や診断に、農協が関与している割合は７割を超えている。

○ 土壌分析データをもとに処方箋を作成している割合は９２％と高いが、作成は外部委託が農協が作成を上回っている。

○ 土壌診断に基づく減肥が進むためには、「県レベルでの診断基準の策定」や「指導者の育成」、「農家の意識改革」が必

要である。

（１）土壌分析の実施状況 （２）土壌分析実施機関 （３）農協で行わない理由（複数回答可）

関係機関（農業改良センター等）が行って

いるため、農協で行う必要がない

コスト（施設・機器の整備・維持・人件費）

がかかるため農協が自前で行っている 26%

農協が外部（全農県本部・経済連
53%

3%

その他

農家から要望がない
含む）に委託して行っている

53%

農家が農協以外（農業改良普及
センター等）に依頼して行っている

21%

97%

行 ている 行 ていない

その他：「ほ場数が多く分析
しきれない」等

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（４）土壌診断を行うほ場の選定や
診断 の農協の関与

（５）施肥に関する処方箋の作成状況
（６）土壌診断に基づく減肥推進のために

必要なこと（複数回答可）

行っている 行っていない

農家の意識改革

指導者の育成

県レベルでの診断基準の策定

8%
47%

53%
92%

診断への農協の関与

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

農家の意識改革

作成している
作成していない
農協が作成
外部（全農県本部、経済連を含む）

74%

関与している 関与していない ７

その他：「簡易な土壌分析手法の
開発が必要」等。



３．果樹 ②化学肥料の施肥低減技術

○ 活用している施肥低減技術は、草生栽培が一番多く１５農協が行っているものの、その普及割合は２０％と低い。

○ 伸び悩んでいる理由としては、「減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供」の割合が多

く、農家に対して、更なる情報提供が重要と考えられている。

100%16

（１）活用している施肥低減技術と普及割合（複数回答可）

導入地域数 普及割合
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（２）普及が伸び悩んでいる技術を普及させるために必要なこと（複数回答可）

実証展示ほ場の設置

農業改良普及員や営農指導員等による強力な指導

減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供

その他：「果樹にたい肥を施用する場合 マニュア

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

８

その他：「果樹にたい肥を施用する場合、マニュア
スプレッダーなどの機械が必要だが、
個々で持つことが困難」等。



３．果樹 ③農家に対する指導体制

○ 施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）が行われている割合は。７１％と他の作物と比べ低い水準となってい

るる。

○ 取組内容については、「生産部会等を通じた施肥低減技術の普及指導」や「土壌診断結果に基づく個別（面接）指導」を

それぞれ１／４以上の農協で行われている。

○ たい肥の施用に関しては、たい肥施用を考慮した減肥指導を８３％の農協が行っている。

○ たい肥施用を考慮した減肥指導が行えない理由として、「減肥基準など関係機関から提供されるデータがない」の割合

が最も多く、次いで「専門的知識をもった人材がいない」となっている。

○ 減肥指導を進める上での課題としては、施肥に対する農家の意識改革が必要である。なお、みかんは隔年結果が心配

されるため 減肥に注意が必要

29% 生産部会等を通じた施肥低減技術の普及・指導

土壌診断結果に基づく個別（面接）指導

されるため、減肥に注意が必要。
（１）施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）
の実施状況。

（２）施肥低減に関する具体的取組（複数回答可）

71%

29%

行っている

行っていない

その他

減肥実証展示ほ場の設置

低成分肥料銘柄の導入

生産部会等を通じた施肥低減技術の普及 指導

17%

減肥基準など関係機関から提供されるデータがない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

（３）たい肥施用を考慮した減肥指導の実施状況 （４）たい肥施用を考慮した減肥指導を行っていない理由（複数回答可）

83%

行っている

行っていない

その他

専門的知識をもった人材がいない

農家からの要望がない

その他：「取り組むまでの基準整備
が必要」等。

83%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

・毎年と同じようにするのが慣例となっている農家が多く、農家の意識改革が重要。
・永年作物であるみかんにおいては隔年結果が心配されるため、 減肥よりも基準量に沿った施肥を指導する方が重要ではないか。

減肥指導を進める上での課題

９



４．茶 ①土壌診断の実施状況

○ 土壌分析の実施率は８３％となっており、そのうち農協自らが実施している割合が５０％となっている。

○ 土壌診断を行うほ場の選定や診断に農協が関与している割合は６３％と、他の品目に比べ低い水準となっている。

○ 土壌診断を行った場合、土壌分析データをもとに処方箋をすべて作成しており、そのうち半数以上が農協で作成されて

いる。

○ 土壌診断に基づく減肥が進むためには 「県レベルでの診断基準の策定が必要である」との回答の割合が最も多く 次○ 土壌診断に基づく減肥が進むためには、「県レベルでの診断基準の策定が必要である」との回答の割合が最も多く、次

いで「農家の意識改革」、「指導者の育成」の順となっている。

（１）土壌分析の実施状況 （２）土壌分析実施機関 （３）農協で行わない理由（複数回答可）

コスト（施設・機器の整備・維持・人件費）

がかかるため

関係機関（農業改良センター等）が行って

いるため、農協で行う必要がない

83%

17%
農協が自前で行っている 50%

農協が外部（全農県本部・経済連含
む）に委託して行っている

25%

農家が農協以外（農業改良普及セ その他：「生産者個々に施肥に対して

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

農家から要望がない83%

行っている 行っていない

農家が農協以外（農業改良普及セ
ンター等）に依頼して行っている

25%
その他： 生産者個々に施肥に対して

持論を持っており、土壌診断の
データを必要とされない」等

（４）土壌診断を行うほ場の選定や
診断への農協の関与

（６）土壌診断に基づく減肥推進のために
必要なこと（複数回答可）

（５）施肥に関する処方箋の作成状況

農家の意識改革

指導者の育成

県レベルでの診断基準の策定

0%
55%

36%
9%

100%

作成している

63%

38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

農

農協が作成
外部（全農県本部、経済連を含む）に委託
農家が作成

関与している 関与していない

１０

その他：「品質を落とさない肥料・
技術の開発」等



４．茶 ②化学肥料の施肥低減技術

○ 導入されている施肥低減技術は、樹冠下施肥を除き高い普及割合となっている。

○ 普及が伸び悩んでいる理由としては、「減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供」が最も

高く、農家に対して更なる情報提供が重要と考えられている。

100%14 

（１）活用している施肥低減技術と普及割合（複数回答可）

導入地域数 普及割合

0%

20%

40%

60%

80%

0
2 
4 
6 
8 

10 
12 

0%

肥
効
調
節
型
肥

低
成
分
肥
料
の

樹
冠
下
施
肥

う
ね
間
マ
ル
チ

そ
の
他

0 

肥
効
調
節
型
肥

低
成
分
肥
料
の

樹
冠
下
施
肥

う
ね
間
マ
ル
チ

そ
の
他

減肥による品質への影響や コスト低減のメリット等に関する情報の提供

肥
料 導

入

肥
料 導

入

（２）普及が伸び悩んでいる技術を普及させるために必要なこと（複数回答可）

農業改良普及員や営農指導員等による強力な指導

実証展示ほ場の設置

減肥による品質への影響や、コスト低減のメリット等に関する情報の提供

その他：「単肥に比べて肥効調節型肥料や、有機質肥料は
金額が高いため普及が進んでいない」「茶の価格が

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

１１

金額が高いため普及が進んでいない」 茶の価格が
安くなるにつれて安い単肥に変わっている」等。



４．茶 ③農家に対する指導体制

○ 回答のあったすべての農協において施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）が行われている。

○ 主な施肥低減の取組としては、「低成分肥料銘柄の導入」や「生産部会等を通じた施肥低減技術の普及・指導」、「減肥

実証展示ほ場の設置」の順で行われているが、「土壌診断結果に基づく個別指導」は少ない結果となっている。

○ たい肥施用を考慮した減肥指導は８割の農協で行われている。

方 減 指導を進 依然 農家 減 減収 う意識が強○ 一方で、減肥指導を進める上での課題として、依然として農家の減肥イコール減収・品質低下という意識が強いことか

ら、説得力のある試験データの提示が必要である。また、産地全体として減肥指導に取り組むには指導体制の構築が必

要である。

土壌診断結果に基づく個別（面接）指導
0%

（１）施肥低減に関する取組（農家に対する指導等）
の実施状況。

（２）施肥低減に関する具体的取組（複数回答可）

低成分肥料銘柄の導入

生産部会等を通じた施肥低減技術の普及・指導
行っている

行っていない

その他

減肥実証展示ほ場の設置
100%

（３）たい肥施用を考慮した減肥指導の実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%18%

行っている

行っていない ・減肥＝減収量という農家のイメージがなかなか消えない。説得力があるデータが必要。

減肥は必 だとは思うが お茶 場合 品質 低 が心

減肥を進める上での課題

82% ・減肥は必要だとは思うが、お茶の場合、品質の低下が心配。

・一部ではよくても、産地全体で考えると減肥指導しにくい。

１２


